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議員報酬の根拠（原案） 

 

（１）報酬の根拠はどうあるべきか 

議員報酬は「議員の責務に対する対価」であることを基本に据えるべ

きである。芽室町議会基本条例や各答申においても、議員は政策提案、

行政監視、住民対話など広範な責務を担うとされている。その責務を持

続的に果たすためには、報酬には生活給的要素を含める必要があると整

理されてきた。また、無投票やなり手不足が全国的課題となる中で、本

町議会でも多様な人材が立候補できる条件整備として報酬を位置づける

ことが不可欠である。 

 

（２）報酬の根拠とすべき方式は何か 

芽室町議会は、全国町村議会議長会が示す「原価方式（町長給与×活

動日数比率）」を基本方式とする。この方式は、議員自身の活動量を基礎

に算定するため、最も客観性と合理性が高い。Ｈ26 答申でも複数方式を

比較した上で「積上方式（原価方式）」を選択しており、以降もこの立場

を踏襲している。成果や責務の観点を補足的に加えることで、報酬を

「対価・成果・責務」の三要素から説明できる体系とする。 

 

（３）役職区分はどうあるべきか 

議長・副議長・委員長は、議事運営や調整業務など固有の権限と責務

を担うため、区分と差を設けることが合理的である。なお、副委員長に

ついては業務量は多いが、議長・副議長・委員長ほどの権限と責務は有

していないため、役職区分としては取り扱わない。 

 

（４）期末手当はどうあるべきか 

芽室町議会では、期末手当は年間報酬の一部として位置付けられ、一

般にいうボーナスとは異なる性格のものである。現在は、期末手当を年

１回（４月、4.1 か月分）支給する仕組みを採用しており、これは通年議

会制を踏まえた芽室町議会独自の設定である。 

今後も、活動実態との整合を確保しつつ、期末手当の回数・時期・

率・加算率については整理を行い、町民に理解される形で明示すること

を基本方針とする。特に手当の回数については、これまでの実績を踏ま

えつつ、社会通念に合わせる形で年２回（６月・12 月支給）とする方向

で検討を進める。 
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（５）報酬増の際の財源確保の説明はどうあるべきか 

令和６年の全国町村議会議長会による要望では、議員報酬が低水準で

あることがなり手不足の一因であるとされ、改善のためには「地方交付

税算定における議員報酬単価の引き上げ」や「報酬改定を行った町村に

対する財政措置の充実」が求められている。つまり、国・道による財政

支援を得ながら町村の負担を軽減する仕組みづくりが不可欠である。 

したがって芽室町議会としては、報酬増を検討する際には、既存歳出

の見直しによる独自の捻出と国・道による制度的財政支援を活用する可

能性も含めて、住民に丁寧に説明することを原則とする。 
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